日倉（調）第0053号
令和2年5月28日
各地区倉庫協会　御中
一般社団法人日本倉庫協会
調査部長　鈴木　健寿
【周知依頼】
「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金」の公募を開始
拝啓　平素より協会活動にご尽力賜りまして、誠に有難うございます。
さて、経済産業省では、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、「国民が健康な生活を営む上で重要な製品・部素材」に関して、我が国サプライチェーンの脆弱性が顕在化したことから、その円滑な供給の確保のため、国内で生産拠点等（物流施設含む）の整備を行う企業への補助制度を創設し、今般公募が開始されましたので、ご案内させて頂きます。
つきましては、会員事業者の方々が、本制度を活用するケースもあるかと存じますので、本件周知をお願い申し上げます。
なお、会員周知用に、別添を作成しましたので、ご活用ください。
事業の概要や公募内容等についても別添をご参照ください。
敬具
追伸：
本ご案内は、Faxでも送信させて頂いております。
以上
令和2年5月28日
会員事業者　各位
一般社団法人日本倉庫協会
「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金」の公募を開始
　経済産業省では、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、「国民が健康な生活を営む上で重要な製品・部素材（※）」に関するサプライチェーンの脆弱性が顕在化したことから、その円滑な供給の確保を目的として、国内で生産拠点等（物流施設含む）の整備を行う企業に対して補助制度を創設しました。この度、その公募が開始されましたのでご案内させて頂きます。

※生活必需品や医療機関・福祉施設等で使用する製品・部素材が想定されますが、詳細は公募要領、下記「お問合せ先」等でご確認ください。

●事業内容

　国内における生産拠点等の整備を進め、製品等の円滑な確保を図ることでサプライチェーンの分断リスクを低減し、我が国製造業等の滞りない稼働、強靱な経済構造の構築を目指すものです。

※「生産拠点等」には物流施設（倉庫業等）も含まれます。詳細は公募要領「対象事業B 物流施設」をご参照ください。

●対象者

　公募要領に定める要件を満たす者

※「対象事業B 物流施設」の場合は倉庫業、道路貨物運送業、港湾運送業等の事業者

※「対象事業B 物流施設」の対象要件として、ア）一時的な需要増によって需給がひっ迫するおそれのある製品・部素材のうち、イ）国民が健康な生活を営む上で重要なものを取扱う物流施設等の整備事業であること、また、ウ）設備投資効果（需給ひっ迫時に政府から優先供給を依頼された際の製品・部素材の取扱い計画等）が挙げられています。

※上記のア）、イ）については、政府による増産要請文や有識者からの推薦書等、第三者による証明書が求められています。詳細は募集要項をご参照ください。

●補助率（対象事業B 物流施設の場合）

　大企業2/3以内、中小企業等3/4以内

※建物、設備、システム等が対象になります。

●公募期間

令和2年5月22日（金）～令和2年7月22日（水）正午必着（郵送）

※6月5日（金）正午まで（必着）に応募申請書を提出された方は、先行審査の対象となります。

●公募要領・応募様式・Ｑ＆Ａ等

募集要項等、本事業の詳細は下記団体のサイトをご参照ください。

　一般社団法人環境パートナーシップ会議（EPC）

　https://epc.or.jp/fund_dept/supplychain/kobo
●公募説明会

　開催未定（開催時はHP上で公開予定）

●お問合せ先

TEL、FAX、E-mailにて受け付け

※お問合せの際は以下を先方にお知らせください。

「企業団体名」

「電話番号」

「連絡ご担当者の部署・氏名、E-mail（あれば）」

担当：サプライチェーン対策のための国内投資促進事業事務局（みずほ情報総研㈱）

TEL：03-6825-5476

FAX：03-6826-5060

（※FAXは、送信後の到着確認をTELまたはE-mailでお願いします）

電子メール：kokunaitoushi@mizuho-ir.co.jp
以　上
